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はじめに
1936年11月25日に日独防共協定が締結されてから、1945年5月8日のド
イツ降伏までの間、帝国主義的な関心から資源獲得を目指してすでに膨張
政策を推し進めていた日本とナチ・ドイツは、外交政策的・軍事戦略的な
動機から同盟国として互いに手を取り合い、共に世界的な勢力図の再編成
を試みた。両国間の政治的提携の努力は、1940年9月27日の日独伊三国同
盟条約の締結に結実する。もっとも、ここに至るまでの間に、そして同盟
成立後においても、日独同盟をより強固なものにしようとする動きのなか
で、政治外交・軍事領域だけでなく、その他のあらゆる領域における協力
体制の構築が目指されていた。その過程においては、「日独友好」を掲げ
た大々的なプロパガンダが発せられながら、両国で共有可能な提携理念や
イデオロギーが、そのときどきの状況に応じて持ち出され、その必然的な
結びつきが謳われたのである。
日独の同盟形成過程においては、「友好関係」を形づくる各種条約や協
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　本稿は、2014年3月に横浜市立大学に提出・受理された同じ表題の博士論文を、
2014年度ドイツ現代史学会第37回大会（駒澤大学、2014年9月21日）の報告原稿
として圧縮整理し、構成と内容に若干の修正を加えたものである。そのため、論証
過程の詳細、史料・参考文献については、博士論文、もしくはそのもとになった以
下の論考をあわせて参照されたい。「1938年の三国同盟問題における日独文化協定
の位置付け」（『国際文化研究紀要』第15号、2008年）；「1930年代日本の文化協定
政策」（松尾金蔵記念奨学基金編『明日へ翔ぶ』第2巻、風間書房、2011年）；「戦
前・戦時期における日独関係の推移とドイツ大使館の対日宣伝」（『世界史研究論叢』
第1号、2011年）；「戦時期日本の対独文化事業政策方針」（『現代史研究』第58号、
2012年）；「第二次大戦下の日独文化事業」（『世界史研究論叢』第3号、2013年）；「『精
神的共同作戦』としての日独文化事業」（『日本歴史』掲載決定済み、ただし現時点
では掲載号未定）。
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定が結ばれているが、このなかの文化条約を代表するのが、1938年11月
25日に、日独防共協定締結二周年にあわせて結ばれた「文化的協力ニ関
スル日本国独逸国間協定」（Abkommen über kulturelle Zusammenarbeit 
zwischen dem Deutschen Reich und Japan. 以下、日独文化協定）であった。
戦時日独関係2における文化的提携がどのようなものであったのかとい
う問題を考えるに際して、日独文化協定の存在は極めて重要である。それ
は、この協定がその後の両国の文化的提携の法的基盤に据えられ、協定の
解釈と運用において、それぞれの文化外交政策とイデオロギーが複雑に交
錯しているからである。近年、戦間期・第二次世界大戦期の日独関係に関
する問題領域と研究対象は大きく拡大している（工藤章・田嶋信雄編『日
独関係史1890-1945』全三巻、東京大学出版会、2008年参照）。そうしたな
かで文化的諸関係についても研究蓄積が進んでいるものの、日独文化協定
の成立と実施に関わる諸問題については、これまで十分な実証的検討がな
されてきたとは言い難い。
当該時期の日独間の文化的諸関係については、これまで主に三つの側面
から研究が進められてきた。第一に、両国において組織された日独文化団
体の組織的変遷や事業内容、これに携わる人々の活動姿勢や思想。第二に、
日本およびドイツにおける相手国の表象とその変化。第三に、在日ドイツ
人／在独邦人、あるいは彼らが形成するコミュニティに焦点を当てた研究
が挙げられる。ただし、考察対象となる時期は全体としては1920年代と
1930年代に大きな比重が置かれ、第二次世界大戦の後半期、とりわけ戦争
末期までを主要な考察範囲に含んだ研究はいまだにわずかである。
このような研究状況をふまえて、本稿では主たる考察対象期間を、日独
文化協定成立の前後から第二次世界大戦末期の1944年までとしている。た
  時期区分について、本稿では1937年7月の盧溝橋事件以後を「戦時期」とし、そ
こから1945年の敗戦までの間の日独関係を「戦時日独関係」という言葉で表現して
いる。ただし、1939年9月のドイツによるポーランド侵攻以後の展開を特に指す場
合には「第二次世界大戦期」と表現している。また、1941年12月の日独の対米開戦
後の状況を特に指す場合には、「世界大戦化後」という表現をあてている。
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だし、これは先行研究の空隙を埋めるという目的からだけでなく、最初
の段階ではさほど顕在化していなかった日独同盟に内在する本質的な矛盾
が、戦争の展開とともにますます露呈してきたと考えられるからである。
日独同盟は乏しい内実にもかかわらず最後まで解消されることなく、共に
破局的な敗戦という帰結を迎えることになるが、この同盟はいかなる目的
から、どのようにして維持されたのだろうか。
日独同盟は現実政策的観点からしても決して問題がないわけではなかっ
たが、そこに人種主義をめぐるそれぞれのイデオロギーが絡むことで、そ
の関係性をいっそう複雑なものにした。こうした問題状況は、とりわけ両
国の文化的提携の動き、すなわち日独文化事業の展開において見出すこと
ができる。ただし、日独の戦争遂行過程や戦時国際関係の推移のなかで、
事業の目的と意義もまた大きく変化していく。したがって、戦時日独関係
における文化的諸関係構築の動きは、そのときどきの政治状況との有機的
な関連性のなかで見ていかなければならない。それゆえ、本稿では両国の
文化外交に着目するとともに、主たる考察対象として、それぞれの政策が
重なりあう場であった共同事業としての日独文化事業を取り上げている。
これまで日独外交史研究のなかで両国の文化外交についてはほとんど扱
われず、他方、日独文化交流史研究の分析視角においては、当時の日独関
係のありかた自体を大きく規定していた流動的な政治的枠組みについて、
十分な注意が払われてこなかった。こうしたことから、日独文化協定の締
結については、両国の政治的緊密化が加速するなかでこれが文化条約とい
う形によっても表現されたにすぎない、としばしば考えられている。この
ような見方は同時に、その後の日独文化事業の政治目標についてもなかば
断定的になされがちである。また、日独文化協定の条文内容が非常に抽象
的で簡素な文言からなることから、これが実際的な影響力を持たない単な
る「意思表示」の協定であったと理解されている。
しかしながら、日独文化協定の成立過程には、なお実証的検討の余地が
残されている。また、協定実施機関として東京とベルリンに設置された日
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独文化連絡協議会（以下、連絡協議会）によって、その実際的な運用可能
性が開かれることになった。そして既述のように、文化協定に基づく日独
文化事業の目的と意義も、重層的、かつ国際環境の変化や戦争状況の展開
に応じて揺れ動く動態的なものであった。もちろん、日独両国において政
治提携を深めるという意図が文化協定や文化事業にも込められていたこと
は疑いえない。ただし、政治提携の目的や意義それ自体もむろん単一で固
定的なものではありえず、日独間において、あるいは国内の政策決定過程
において、錯綜し流動するものであったはずである。
以上のような問題視角から、日独文化協定の成立と実施をめぐる諸問題
について新たな事実群を提示し、とりわけ政治提携と文化的提携の相互連
関性という観点から戦時日独関係を再考することが本稿の課題である。
１．日本外交のなかの文化協定政策と日独文化協定の成立
　─外務省文化事業部の政策動向を中心に
日本側において対独文化事業を含む国際文化事業の主管であったのは、
外務省文化事業部であった。この部署が独自の政策体系をもって文化協定
政策を推し進め、日独文化協定の成立に際しても直接的に関与していたの
であるが、その政策動向はドイツとの関連においてはこれまでほとんど明
らかにされていない。もしくは、少なからぬ誤解を伴って認識されている。
外務省文化事業部は日独文化協定の締結後も、1940年末にこれが廃止され
るまでの間、連絡協議会を通じて日独文化事業の展開に一定の影響を及ぼ
していた。その過程においては、彼らの政策構想はドイツ側との間に鋭い
対立を生み出している。
（１）1930年代後半における文化協定政策
　─「無害ナル」文化協定の多角的な利用構想
日独文化協定が結ばれる背景として、すでに第一次世界大戦後から、政
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府間で結ばれる文化協定はヨーロッパ諸国と南米諸国を中心に広がりを見
せていた。しかも1930年代の半ばには、文化協定はその対象範囲を大きく
拡大させ、従来の学事協定からあらゆる文化的事項を対象とする「包括的
文化協定」が主流になっていく。日独文化協定もこれに類するもので、日
独文化連絡協議会の設置、文化施設の維持拡充、学校教員の任命、政府派
遣留学生に対する便宜供与、教授学生交換、青少年交換、ドイツにおける
日本学校・日本におけるドイツ学校での好意的措置、図書雑誌交換、芸術
文化交換、映画交換、交換放送、運動競技による交歓、これらが協定の対
象事項となっていた。
日本外務省においてもこの包括的文化協定の政策的効用の大きさが認め
られていたものの、それまでにこれをどこの国とも締結していなかったこと
から、最初の文化協定を結ぶにあたって文化事業部で調査研究が進められた。
その中心的人物であったのは、文化事業部第二課事務官の箕輪三郎である。
文化協定締結について、箕輪はまず三つの文化的意義を主張する。それ
は、①諸外国における日本の文化宣伝の基礎を強固にしてこれを促進する
こと、②文化的対等性と相互主義の原則に基づいて外国文化との接触を保
障すること、③協定締結行為それ自体が「文化国日本」を宣伝する効果的
なパフォーマンスになること、であった。とはいえ彼の思惑では、文化協
定の政策的有用性はこれにとどまるものではなかった。すなわち、「表見
的ニ無害ナル性質其ノモノヲ利用シテ裏面ニ於テ巧ニ之ヲ政策的ニ利用ス
ルノ方途大」という考えがあり、文化協定から政治色を全く排除すること、
これこそが箕輪の政策論の肝腎であった。
この「無害」な文化条約については、当時の日本をとりまく国際環境を
ふまえた外交政策のなかでの多角的利用が構想されている。すでに密接な
政治提携が進展している枢軸ブロックに属する諸国はもちろんのこと、民
主主義国を含むその他の欧米諸国や、アジア諸国──将来的には中国とも
──、そしてとりわけソ連近隣に位置する東欧新興諸国との間の文化協定
が、長期的な観点からの政治的摩擦の緩和や貿易の促進、あるいは軍事的
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関心からの情報収集や国際社会へのアピールといった様々な目的をもって
想定されていた。
現在の複雑機微な国際情勢なかで、文化協定は使い方に応じて様々な政
策的効果を発揮しえる、いわば玉虫色の条約と見なされていたのである。
そしてこれを担保するものこそ、「表見的ニ無害ナル性質」に他ならなかっ
た。箕輪はそれゆえ、締結順序、時期、条文内容は慎重でなければならな
いと強調する。とりわけ最初の締結相手国としてドイツやイタリアを選ぶ
ことは、「之等諸国トノ政治的諒解ノ上塗リタル感ヲ与ヘ他ノ諸国ヲシテ
之ニ疑惑ヲ持タシメ又一種ノ政治的臭味ヲ感得セシムルハ極メテ策ノ拙ナ
ルモノ」として釘を刺している。
以上に見てきた箕輪の政策論は文化事業部内で共有されていたにとどま
らず、外務省全体でも、日独文化協定締結の直前まで、大枠ではこうした
基本方針に沿った文化協定政策が展開していた。それが最初に具体化して
いったのは、特に東欧諸国との間においてであった。ハンガリーやポーラ
ンド、ルーマニアなどとの協定締結交渉に着手し始め──また、東欧諸国
に対するほど強い動機はなかったものの、ベルギーやアルゼンチンとの締
結準備も進められていた──、なかでもハンガリーとのそれが進展した。
日本側には、そもそもソ連近隣の諸小国がすべて反ソ的であり、防共ブ
ロックへの参入を望んでいるのだという認識があった。しかしながら、こ
れら諸小国はソ連を政治的に刺激することを恐れて、防共協定への加入に
は逡巡していた。日本側も防共協定の拡大方法を思案するなかで、ソ連を
刺激することなく、自らにとっても都合のよい、「無害」な文化条約に目
をつけたのである。すなわち、この場面においては、文化協定には防共協
定の代替策、あるいは補完的役割が期待されていたのである。
これは換言すれば、対ソ協力体制構築という、全く権力政治的な発想
からのみ東欧諸国との文化協定の意義が見出されていたことを意味し、本
来的な目的であるはずの国際文化交流の促進自体は副次的なものでしかな
かったことを表している（百瀬宏「新興東欧諸小国と日本」入江昭・有賀
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貞編『戦間期の日本外交』東京大学出版会、1984年参照）。
いずれにせよ、まずはこうして防共枢軸外交の一環として、ハンガリー
との文化協定締結交渉が進んでいく。ここでは交渉に際しての具体的な政
治過程の叙述は避けるが、日独文化協定との関連で重要なのは、このハン
ガリーとの文化協定が締結されようとするまさにそのときに、ドイツ側か
らの干渉を受け、日本外務省がこれに妥協的な措置を講じたことである。
それによって、従来の政策方針に反して、極めて政治色の濃い日独文化協
定が、日本で「最初の」文化協定として成立したのである。
（２）1938年11月における日本外務省の妥協的措置と日独文化協定
日洪文化協定（「友好及文化的協力ニ関スル日本国「ハンガリー」国間
条約」）の調印がブダペストにおいて執り行われたのは、1938年11月15日
であった。この頃にはすでにドイツとの間にも文化協定締結交渉が進展し
ており、その一週間前の11月7日には本省から出先に対して、「目下東京
ニテ日独文化協定締結方交渉中ノ事情モアルニ付［・・・］成可ク速ヤカ
ニ日洪文化協定ノ調印ヲ行ヒタキ」という指示が送られていた。
ところが、調印前日の11月14日には、在日ドイツ大使オイゲン・オッ
トの「懇望」を受けて、「日独防共枢軸ヲ強化スル意味ノ政治的効果ヲ薄
メラルル」ことを避けるために、「日洪文化協定ノ調印ヲ日独協定ノ調印
ト同日カ又ハ其ノ直後ニ致シ度キ」という指示を改めて送りなおしている。
これには出先の松宮順公使も「余リニ御方針ニ懸隔アルニ驚ク」として、
少なからぬ動揺とともに批判を投げかけざるをえなかった。結局、調印差
止めにはいたらなかったが、その代わりに発効を1939年12月30日まで先
延ばしにしている。その間、1938年11月25日にドイツと、また1939年3
月23日にイタリアとの間で調印・発効を手早く済ませ、ハンガリーとは「三
番目」に締結したことにしたのである。
なぜ、突如としてこのような「方針転換」が強行されたのか。この出来
事の意味はどのように解釈されるべきだろうか。
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これらの問題は、当時のドイツとの関係にかかわる国内の政治的・社会
的背景と結びついている。すなわち、1938年の第一次三国同盟交渉に関
する政府内政治、省内政治における外務省外交の難航がまず挙げられる。
1937年末から1938年初頭にかけて、ドイツ外交の方針転換とともにその
極東政策も親日的なものへと大きく変化し、それによって無制限の日独軍
事同盟というのもあながち実現性のないものではなくなっていた。有田外
交はあくまでも「防共」（対ソ）の範疇にある日独同盟という考えを持ち
続けていたが、陸軍や外務省革新派の動きから生じた二重外交状態に対し
て十分な対応策を講じることができないままでいた。こうして外務省外交
はその機能を大きく制限され、その対独政策における選択肢の幅は徐々に
狭められていったのである。
同時期には、それまでの国際政治の場面におけるドイツの「躍進」と、
1938年から本格化した彼らの対日宣伝もあいまって、日本社会は空前の「ド
イツ・ブーム」的な状況にあった。1926 ／ 27年に設立された伯林日本学
会／東京日独文化協会は、戦争末期に至るまで日独文化事業の主要な担い
手であったが、東京ではすでに1938年前半には、ドイツ側は協会活動を通
じた大々的なナチ宣伝に着手していた。これには日本側の関係官庁や自治
体組織、民間企業、大新聞、学校・青少年団など、多数の日本人の積極的
な協力を得ていた。こうしたなかで日本においてはナチ・ドイツに対する
「学ぶべき国」としてのイメージが著しく強化され、世論の対独傾斜が深
まっていったのであった（岩村正史『戦前日本人の対ドイツ意識』慶応義
塾大学出版会、2005年参照）。
以上のような政治的・社会的な動向に押し流されるようにして、日独文
化協定が成立する。したがって、その政治的な意味は、日本外務省にとっては、
従来考えられてきたような日独政治関係のさらなる緊密化を期待しての積
極的な意味での段階的な措置ではなく、この時点では状況追随的な政策決定
という意味での妥協の産物であったと言えよう。もっとも、その後の外務省
文化事業部の動きには、こうした逸脱を修正しようとする動きも見られた。
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たとえば、幅広い諸外国との文化協定締結によって日独文化協定を相対
化しようとする動きなどがあった。また、ドイツやイタリアと最初に締結
したのは「適々」であるとか、ジャーナリズムの思い込みの報道によって、
一般的な印象において「本来ノ趣旨」に変更をきたしたのだという弁明も
なされている。
こうした日本側の修正努力もあったが、しかし特にその関係が重視さ
れていたアメリカでは、日独文化協定に対して極めて懐疑的な反応が見ら
れた。すなわち、ナチスのユダヤ人迫害に対する批判と、迫害措置を日本
政府が公式に承認するかのように思われた文化協定への注目が集まってい
た。ただしこの時点では、日本側が危惧していた対米輸出への悪影響や米
国内における大規模な対日ボイコットなどは発生しておらず、ユダヤ人政
策をめぐるアメリカ側の対日感情は、少なくとも日本側からは懐疑と留保
の間を揺れ動いているように見えた。そこで日本側はさらなる批判・懐疑
的視線を逸らすために、反人種差別的態度や、ユダヤ人排斥と文化協定の
非関連性を諸外国に向けて積極的に打ち出していかねばならなかった。対
独関係においては、すでに文化協定が成立した以上、その実際的な作用を
日本側が可能な限り操縦することが求められたのである。
こうして文化協定政策の場合と同質の発想から、「非政治的」な対独文
化事業政策が展開していくことになる。だがこのことが、反対に政治一色
のナチ的な文化政策を、日独文化事業を通じて推し進めようとしていたド
イツ側との間に、着地点を見つけることが困難な政策的対立をもたらすこ
とになったのである。
２．第二次世界大戦期の日独文化事業
　─日独文化連絡協議会の活動から
日独文化協定の実施をめぐる両国間の交渉を扱った後半部分の考察に際
しては、1939年6月以降に東京とベルリンに設置された日独文化連絡協議
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会に焦点を当てている。これは日独文化事業の政策決定環境が、文化協定
締結という、政府レベルでの合意が確立したことによって大きく変化した
ことによる。日独文化事業のありかたをめぐる諸問題は、これによって初
めてはっきりとした国家間の問題となった。また日本側では、1940年末の
文化事業部の廃止以後は、ある特定の官庁部局が独自の体系的な政策構想
を有して指導的に日独文化事業を牽引するという状況は見られなくなる。
こうした状況下で両国の多様な主体が直接・間接に関わり、それぞれの目
的や姿勢が入り混じっていた戦時期の日独文化事業を俯瞰するうえで、全
体的な協議調整の場であった連絡協議会の活動は非常に示唆的である。
（１）文化的「猶太人問題」と外務省文化事業部の政策的対応
　─1938-40年
国際文化事業においてこれを政治外交問題から切り離し、「非政治性」
の装いをもたせようとする外務省文化事業部の政策方針は、文化協定政策
としては日独文化協定の成立によって挫折した。だが、このような政策理
念自体が完全に放棄されたわけではなく、その後の対独文化事業において
も、基本的な政策方針として引き継がれていた。他方、ドイツ側もそれ以
前からの政策的態度をますます強く表すようになり、文化協定前文規定を
通じた、日本におけるナチ「文化」の浸透と日本在留ユダヤ人の社会的排
除に腐心するようになった。
それぞれの方針の食い違いは、文化協定の実施をめぐる交渉のなかで、
激しい政策的対立を生じさせることになった。まずもって協定実施機関と
して東京とベルリンに設置される予定の日独文化連絡協議会の性格と権限
の範囲について、これをどのようなものにするかという点をめぐって、両
者の間には早くも摩擦が生じていた。最終的には日本側の意向がすべて反
映される形で、1939年6月17日に東京の連絡協議会が先に発足する。すな
わち、連絡協議会は、日独文化事業についての決定機関ではなく諮問機関
であり、議長には東京では日本人／ベルリンではドイツ人の主事が就くと
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いうものであった。こうした設置交渉とその結果からは、ドイツ側の干渉
を極力排除したいという日本側の意向がうかがわれる。
ドイツ側としてはここでは妥協する形となったが、連絡協議会に政策決
定権限を与え、かつ日本でのドイツ文化事業においてドイツ人が議長とし
てイニシアティヴをとることによって、ナチ「文化」の浸透を通じた影響
力の拡大を企図していたことは明らかであった。彼らは、文化協定の存在
によって日本側の政策決定に影響力を行使しえると考えており、連絡協議
会発足後も一貫してそのような態度を見せていた。そして、日本において
そうしたナチ「文化」の伝道者の役割を中心的に担っていたのは、ドイツ
側主事に就いたヴァルター・ドーナートであった。
熱烈なナチス支持者として知られるドーナートは、この頃にはすでに日
独文化協会のドイツ人主事として、執拗なプロパガンダ活動に取り組んで
いた。アーリア至上主義を絶対的なものとして標榜するナチ・ドイツとア
ジアの国日本との間の文化的提携が、どのような論理でもって正当化され
ていたのか。これについてドーナートは、強固な「民族的基調」からなる
文化を保持する国、という見方を打ち出している。ドイツにおいてはナチ
ズムがその意味での文化的発展の担い手であったが、日本においては「皇
道」、「神道」、「武士道」という形でこれが体現されているとされた。また、
これらの源泉となる「根源的日本精神（urjapanischer Geist）」なるものの
究明が、ドーナートの日本学の課題であった。
いずれにせよ、このような日本こそが、ナチ・ドイツの同盟者にしてア
ジアにおける「指導民族」としての資格を持つと考えられていた。その一
方で、ユダヤ人が背後から操作するとされる「世界文化」、「超国家文化」、
そしてとりわけマルクス主義が、こうした「民族的文化」を堕落させ、破
壊へと向かわせるものとして非難された。それゆえ、ドーナートにおいて
は日本在留ユダヤ人の存在は決して無視しえるものではなく、ましてやド
イツ国籍を保持する「ドイツ人」として、日本の学校や大学などでドイツ
文化やドイツ語を教授していることなどは許しがたい状況であった。
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これは特に東京の連絡協議会において、ドイツ側から文化的「猶太人問
題」という最も根本的な問題として取り上げられ、文化協定前文規定を根
拠として解決を図るべく議論された。しかし、そこでは「反人種差別」を
掲げ、国内のユダヤ人を「一視同仁」に取り扱うとして譲らない日本側と
は鋭く対立し、議論は平行線をたどったままであった。さきに述べたユダ
ヤ人迫害との関連で日独文化協定に向けられた国際社会からの疑惑は、協
定前文規定の内容からきていた。すなわち、「日本文化及独逸文化カ一方
ハ日本ノ固有ノ精神ヲ、他方ハ独逸ノ民族的及国民的生活ヲ其ノ眞髄トス
ルニ鑑ミ日本国及獨逸国ノ文化関係ハ茲ニ其ノ基調ヲ置クヘキモノナルコ
トヲ厳粛ニ認メ（Durchdrungen von der Erkenntnis, dass die deutsche 
und japanische Kultur in dem deutschen völkischen und nationalen 
Leben einerseits und in dem ureigenen japanischen Geist andererseits 
ihre wahren Grundlagen haben, und dass die Kulturbeziehungen beider 
Länder hierauf aufzubauen sind, und）」という内容である。
連絡協議会では、このなかの「日本ノ固有ノ精神」は「日本ニ於テハ人
種ノ差別ナシ」という意味内容である、と主張する日本側であったが、こ
れは決して人道主義的立場からなされたものではない。こうした国内ユダ
ヤ人に対する文化政策的態度は、政府の当時の対ユダヤ人政策路線の枠内
にあって、国際世論、とりわけ米国ユダヤ人社会を強く意識してなされた
ものであった。総じて日本のユダヤ人政策は、西欧の反ユダヤ主義的な認
識に基づくユダヤ利用論と言えるものであった。しかし、ナチ・ドイツと
の関係も考慮されていたことから、公には、日本が国際社会においてそれ
までに主張してきた「人種平等」の論理が持ち出されたのである。
1940年12月には内閣情報局の設置にともなって文化事業部が廃止され
る。これは同年9月に日独伊三国同盟がいよいよ成立し、それとともに対
米関係が著しく悪化したことを受けて、従来の「非政治的」な文化事業政
策がもはや実際的な効用を失ったと見なされたことを端的に示す出来事で
あった。実際、箕輪は以前の自らの政策論から、外務省革新派的な言説へ
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と大きく転回し、この頃には政治や戦争に奉仕する文化事業、いわば大東
亜文化政策というべきものを唱えるようになっている。
その他の国際文化事業とは異なって、対中国文化事業（いわゆる「対支
文化事業」）においては、1938年12月16日の興亜院設立でもってこれが文
化事業部の管轄から完全に切り離され、その政治色を著しく強めていた。
しかしながら、対欧米諸国を中心とした国際文化事業一般においては、長
期的な観点からの効用が見込まれた「非政治的な」文化事業という政策路
線が、その後も継続していたのであった。もっとも、文化事業部が廃止さ
れる頃からの政策路線の変化は、それまでの「理想主義的」政策からの「転
換」というよりも、非常に現実主義的な政策路線の継続であり、その政策
的表現の変化であったと捉える方が適切であるように思われる。
（２）学術交換における日本側の待遇改善要求と「相互主義」に基づく
　　 ドイツ側の対応─1939-42年
1939年6月に連絡協議会が設置されてから、そこで日独文化事業の具体
的な対象項目として両国の大きな関心を集めたのは学術交換制度の整備拡
充であった。それはドイツ側においては、戦争遂行における同盟国として
の日本理解を深めるためであり、「文化協定の趣旨に即した」内容のドイ
ツ学／日本学が求められた。その他にドイツにおける日本語の普及なども
重要な課題であった。戦争を通じて日本がアジアの覇権を獲得した後、日
本語がアジア地域の交通語になると見込まれ、通商・貿易において他の諸
外国よりもドイツがいっそう優位な地位を占めるためであった。
他方、日本側においては、留学・在外研究を通じたエリート養成や科学的・
学問的発展、技術移転などを目的として、学術交換制度の整備拡充が図ら
れた。その十分な成果を保証するために、研究者や学生などの身分で滞在
する在独邦人の生活・研究環境の経済面での改善が大きな課題となってい
た。文化事業部では、在独邦人学生からその困難な生活状況についての報
告をたびたび受けていた。それによって経済支援強化の必要性が認識され、
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制度拡充を図るなかで、彼らの待遇改善（奨学金増額や講師の場合には増
俸）を継続的にドイツ側に要求していくことになった。
もちろん、日本側において学術交換に日本文化宣伝の目的が含まれてい
なかったわけではないが、かかる目的を第一義とした事業が具体的な構想
と要求をともなって現れ、実現に向けた働きかけが多少なりとも可能にな
るのは、実際的な交渉の場が確立してからであった。1940年4月、ベルリ
ンにもようやく連絡協議会が設置され、それ以降、待遇改善要求とともに、
ドイツ諸大学における日本学・日本語講座の増設要求が具体的な形でこれ
に加わることになる。
1939年9月の欧州大戦勃発が在独邦人の生活・研究環境にさらなる困難
をもたらし、日本側の待遇改善要求は切実化していった。しかし、この問
題が後にも度々取り上げられているように、戦時期を通じてこれは根本的
には未解決のままであった。たしかに、ベルリンでの協議を通じて交換学
生などに対する一定の増額がなされ、多少の進展を見せてはいるものの、
全体としては日本側の要求は十分には実現していない。そして1941年6月
の独ソ戦勃発により交通はほぼ完全に途絶し、人的交換のためのそもそも
の物理的条件を欠くことにより、これは新たな交換や派遣に関する問題と
してではなく、大きな制限を受けた文化事業政策において主要な役割を期
待された在独邦人の経済支援の問題へ収斂していくのである。
ドイツ側の文化宣伝に対抗する形で、1941年には日本側でも、日本文化
宣伝を主目的とした、大規模な文化事業実施構想が生まれていた。この間
に在独日本大使館に新たに設置された文化部が作成した「日独文化協定実
施要領案」（1941年4月）においては、ドイツにおける既存の日独文化団
体を拡充し、大使館文化部を中心とした日本文化宣伝にあたらせることが
提案されていた。その構想においては、文化部の下に新たに16の部門を有
する専門委員会が設置されることになっている。すなわち、日本語普及部、
教授・学生交換部、日本学講座部、寄稿・翻訳部、講演部、資料配受部、
検閲部、雑誌部、映画部、音楽部、ラジオ部、展覧観光部、演劇・美術工
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芸部、青少年部、医学部、運動部である。
日独伊三国同盟の成立によって、ドイツにおいて対日関心の大きな高ま
りが見られるなかで、こうした状況を「千載ノ好機」と見なし、これに乗
じたあらゆる部門における壮大な文化宣伝企画が立てられていた。だが結
局のところ、このような青写真は財政的問題、さらにはその直後の独ソ戦
勃発という外在的な要因から、「重点主義」の名のもとに学術交換の一部
の実現が目指されたにすぎなかった。
日独伊三国同盟の成立から独ソ戦勃発までの間には、日本においても広
範囲にわたるドイツ文化事業が期待され、具体的な実施案が提示されたも
のの、いずれも中止もしくは延期を余儀なくされ、それらのほとんどはペー
パープランに終わってしまった。そのなかで具体的な成果と言えるのは、
「日独青年学徒論文募集」と両国において数回開催された「日独学徒大会」、
交換放送協定の締結などであり、比較的小規模・低予算・短期の諸事業、
あるいは行政的な取り決めがなされたにすぎなかった。
ドイツ側は日本側からの要求に対して、講師手当や奨学金の増額、そし
て新たに加えられたドイツにおける「不適切な」日本関連書籍の出版規制
を大枠では承認しつつも、あくまで「相互主義」を条件に付していた。す
なわち、物価水準からしても明らかな生活格差があったにもかかわらず、
在日ドイツ人の金銭面での待遇を「改善」することや、さらには日本の高
等教育機関におけるドイツ学・ドイツ語講座からのユダヤ系・反ナチ的ド
イツ人の排除、および彼らの著作物の規制なども相変わらず含まれていた。
日本におけるあらゆる文化領域から彼らを排除するための根拠は、文化協
定前文規定から、日本側の具体的な要求を逆手に取る形で次第に「相互主
義」の論理へと移っていく。
こうしたドイツ側の反対要求に対して、日本側は有効な手だてを打つこ
とができないままでいた。特にドイツ側の要求に沿うような形で国内ユダ
ヤ人の社会的排除を行うことができない以上、自らの要求も必然的に制限
されるという、行き詰まり状況に陥っていたのである。
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当該時期の日独文化事業が抱えていた矛盾や限界性については、独ソ戦
や対米開戦などの戦争の展開（交通路の途絶）といった外在的な要因もた
しかに大きかったが、それだけではなく、この「相互主義」という論理に
も注意が必要である。本来、国際文化事業における基調理念としての「相
互主義」には、ポジティヴな役割が期待されていた。すなわち、政治力・
経済力に大きな差がある二国間での文化事業が一方向的な文化宣伝に陥る
ことを回避し、双方向的な接触を通じた文化関係の深化やそれぞれの文化
的発展を促すためのものであった。
しかしながら、この時期の日独関係においては、そこに人種主義イデオ
ロギーと「反人種主義」プロパガンダをめぐる、相互に妥協しえない対立
の図式を含んでいた。それゆえ「相互主義」は、自らの文化政策上の諸要
求を相手側に受け入れさせるための根拠、あるいは相手側からの要求を受
け入れる条件として持ち出され、そのような意味でネガティヴな作用をも
たらしたのである。そして、このような作用の仕方が、日独文化事業の拡
大を制限する内在的な要因の一つであったと考えられる。
（３）日独の戦争敗退過程における「精神的共同作戦」─1943-44年
第二次世界大戦期の日独文化事業の展開は、戦争状況のさらなる変化を
受けて、すなわち1943年頃からの日独の戦争敗退過程において、新たな
段階へと移行していく。1941年12月における日独の対米（英）開戦以後、
すでに両国において「日独共同戦争」という意識を強化する言説なりプロ
パガンダなりが散見されるようになる。そして戦局の悪化がまぎれもない
ものとして多くの人々の目に映り始める頃になると、戦争のこのような側
面がいっそう強調されていった。これと同時に、連絡協議会においては、
日独の最終的な勝利へ向けた「精神的共同作戦（gemeinsame geistige 
Kriegführung）」という、新たな政策理念が提唱されることになる。
1943年7月8日のベルリンの連絡協議会では、これが現在の情勢に即して
「極メテ実際的」な協力方法であり、かつ精神的な分野においてこそ、枢軸
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国が連合国に対して「絶対的優越」を誇れるのだと述べられている。もちろ
ん日独防共協定の締結以降、両国の「精神的な結びつき」はいたるところ
で言われており、そうした発想自体は決して目新しいものではないだろう。
だが、いまやこうした結びつきのみが著しく強調されるようになり、両国
の政策レベルでの合意のもとに初めて日独文化事業の基調理念に据えられ
たのであった。その最初の具体的な「成果」として当人たちが挙げている
のは、それまで難航していた翻訳権交渉の、ドイツ側の大幅な譲歩による
妥結であった。このような政策理念に基づく事業展開は東京でも同様に見
られ、戦争末期に至るまでの間、様々な事業案が矢継ぎ早に出されていく。
それでは、なぜこうした急速な状況変化が生まれることになったのか。
また、このことは日独関係全体において何を意味していたのだろうか。そ
の背景としては、軍事戦略・通商における日独間の協力は三国同盟締結後
にも連合国のそれと比べて極めて乏しく、戦争遂行において有意な協力体
制が築かれなかったことが考えられよう。欧亜交通路の途絶により直接的
な接触の機会が大幅に制限されたことで、これらの領域で実際的な戦時協
力体制を構築する可能性を考えることはますます非現実的となっていた。
1941年12月11日に結ばれた「日独伊共同行動（単独不講和其他）協定」と、
1942年1月18日に新たに締結された日独伊三国軍事協定により、単独不講
和と新秩序建設の協力という、「戦後」までを見据えた協力関係が再度確認
されていた。とはいえ、双方にとって相手側の三国同盟離脱による枢軸ブ
ロック崩壊への不安や疑念は決して小さなものではなかったはずである。こ
れは、それまでの日独の外交政策的経緯からしても当然のことであった。
1943年9月のイタリアの無条件降伏は、これにさらなる追い討ちをかけ
ることになる。またその間には、日独間の不和を報道する外国メディアに
対抗すべく、日独提携の「強固さ」を外面的に取り繕おうとする動きがい
くつも見受けられる。したがって、著しく強調された「共同」関係や、そ
の構築手段としての日独文化事業に対するこれまでにない積極性は、この
時期の日独同盟がその根幹から大きく揺らぎ始めていたことの表れとして
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捉えることができるのである。
「精神的共同作戦」として実施された日独文化事業は、戦争末期の日本
においては、「ドイツ」や「ドイツ人」をめぐる政治・社会状況と密接に
関係している。日本社会においては、とりわけ空襲の激化によって「銃後」
が戦場化していくなかで、彼ら在留ドイツ人をとりまく状況はますます複
雑化し、微妙な問題をはらむようになっていった。東京日独文化協会のこ
の問題に関する報告からは、国内の行政措置において、また民衆心理にお
いて、「同盟国人」として優遇されている立場にあると同時に、「外人」／「白
人」／「西洋人」として攻撃の矛先が向けられる立場、これらの間で揺さ
ぶられている彼らの心理状況・生活状況が端的に示されている。
日独文化事業に携わる人々の間には、すでに実際の事件として表出して
いたこのような問題状況がますます深刻化し、日独関係の軋みを増大させ、
「戦後」の両国関係にも悪影響を及ぼすのではないかという危機感が存在
していた。それゆえ、「精神的な結びつき」を強化する日独文化事業には、
現在と将来の日独関係のありかたに関わる諸問題への、対症療法的な措置
という意義が生まれていた。
だがその一方で、提案された事業や譲歩的措置の多くは、これまでと同
様に中止・延期されるか、あるいは「戦後」へ後払いされるなどしていた。
それらはいずれも、構想された「世界新秩序」の実現という目的に向けた、
現在の戦時協力体制の構築において実際的な成果をもたらしえるものでは
なかったのである。
おわりに
日独の同盟形成過程においては、当初は、少なくとも当事者のなかには
期待された明確な外交的・軍事戦略的効果（対ソ軍事戦略や対英戦略、対
米牽制、日本側では英米への牽制と交渉力の強化を通じた対中問題の解
決、南進への推進力獲得など）や、経済提携への期待が存在していた。そ
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れとともに「防共」や「世界新秩序建設」などのイデオロギーにおける共
通性が見出され、それが同盟の中核理念に据えられた。しかし、1941年12
月の対米開戦以降、もはやそうした現実政治的な意義の大部分が失われて
いった。
それゆえにこそ、戦争末期の日本においては、「人類ノ敵」英米に対し
て「固有ノ精神文化」を有する日本とドイツが「共同」することは「両民
族ノ運命」である、といった新しく持ち出されたイデオロギーの部分が著
しく強化され、これによって形骸化しつつあった日独同盟は正当化されて
いた。期待された外交・軍事戦略的な効用を失した日独同盟は、もはや後
戻りのできない戦争状況のなかで、すでに出来上がってしまった関係性を
可能な限り「戦力ノ増強」に資するような形に組み換え、解釈しなおし、
自らの戦争目的に向けて消費していくという姿勢から維持されていたので
ある。
本稿での議論を通じて、戦時日独関係の両面的な関係性を、文化事業の
政策展開に沿って明らかにしてきた。当該時期の日独文化事業は、「友好」
や「精神的連帯」などの協力のスローガンを高らかに掲げながら、実態は
それとは乖離した、自らの政策的利害の貫徹、疑念と監視というネガティ
ヴな要素を大きく含むものであった。日独は根本的なところでは協力体制
を構築することはできなかったが、逆説的に、そのような自己利害に徹し
た姿勢によってこそ日独同盟が維持されていたという側面も見逃してはな
らないだろう。日独同盟はこのように矛盾に満ちた関係でありながらも、
しかし同時に「協力」・「共同」の道を最期まで模索し、「運命共同体」と
して敗戦へと至るのである。
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